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1. 緒言
思春期は身長の発育速度が一旦低下し, 再び加速
し出す時点から急激な発育が起こり, その後発育が
停止するまでの期間である1). 思春期に生殖器官の
発育が加速し, 第二次性徴が発現し, 体内の筋肉,
脂肪および骨の相対的な比率にも変化が生じる. 思
春期は, 子ども達の多くが学校生活を送る時期であ
り, 急激な体の変化と心の発達をこの時期に体験す
ることになる. 体が急激に変化することに対応して,
子ども達が使用する机や椅子の高さも調整されてき
た. このように学習環境を調整し, 期待される教育
効果を保証するために身体計測が毎年行われている.
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Abstract: Based on the change in the height among 17.5-year olds, which is considered to be the final height, the
joint committee of the Japan Endocrine Society and The Japanese Association for Human Auxology reported
that the secular trend in Japanese children ceased in the early 1990s.
However, secular trends of the maximum increment age (MI age) in the height and sitting height (SH) were
not comprehensively investigated.
Thus, this study investigated a change in the MI age in the height and SH among children born between 1942
and 1998 (114 cohorts) using data published in “The Statistical Report for the School Health Survey” of the
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology.
Previously, secular trends in the height and SH have been investigated by fitting the Preece-Baines Model 1
(PB1) curve to the annual mean values from 6.5 to 17.5 years of age. PB1 was fitted by non-linear least square
to the mean annual values. In addition, MI age was derived from the differentiated curve of the PBl.
Records revealed that the MI age in the height of both genders began declining from 1942 to 1990, after which
it was stabilized. In boys, the MI age in the SH decreased earlier by 0.23 years per decade from 1942 to 1990. In
girls, the age lowered by 0.25 years per decade. In addition, in boys, the MI age in the SH entered a stable period
from 1990; however, the MI age in the SH of girls has been fluctuating since 1990.
This study highlights the importance of measuring the SH longitudinally in the school health examination,
especially in girls.
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原著論文
学校保健安全法施行規則第６条2)のもと, 健康診断
の身体計測項目として, 身長, 座高および体重が測
定されてきたが, 座高は 2015 年度限りで測定しな
くてもよい項目となった.
座高測定が廃止となった理由として文部科学省の
今後の健康診断の在り方等に関する検討会3)は, 平
成 23 年度に教育現場を対象に調査を行い, 健康診
断項目のうち省略してもよいという項目に座高およ
び寄生虫卵の有無が上位を占めていることを調べて
いる. 座高のみを見てみると小学校で 28.3％, 中
学校で 32.6％, 高等学校で 36.6％および特別支援
学校で 26.2％の学校で省略してもよい項目として
あげられていた. 調査対象校の多くの先生方が座高
測定は必要でないと答えていた. またその理由とし
て, 意味がない, 必要性がない, 測定した結果を活
用することがない, 正確な測定が難しい, 椅子や机
の調整には座高よりも身長のデータを用い実際に座っ
て確認しているという事柄があげられていた.
ところで日本小児内分泌学会および日本成長学会
合同標準値委員会4)は, 日本人成人身長に関する
secular trendは, 1990 年代前半に終了したと報告
している. その根拠として 1980 年から 2010 年まで
の 5 年ごとの 17.5 歳の平均身長の推移を基に,
1995 年度以降男女ともに変化しなかったことをあ
げている. 同一出生年集団の身長発育を縦断的に追
跡し, 1887 年生まれから 1959 年生まれまでの男子
と 1889 年生まれから 1961 年生まれまでの女子の身
長の最大発育年齢の年次推移を縦断的に調べた工藤
ら5)は, 身長の最大発育年齢は, 第二次世界大戦前
から徐々に若年化していることを明らかにした. そ
して男子においては 10 年当たり 0.2 年の若年化に
相当することを報告している. また終戦直後を起点
としてみた場合, 発育促進現象は 25 年間で男子で
は 2.0 年, 女子で 1.5 年の若年化であったことも報
告している. 戦後の日本人小児の身長の最大発育年
齢の推移は, 敗戦による栄養不足, 社会的不安感の
蔓延など, 様々な要因が子ども達の発育に影を落と
し, そこからの回復過程を示すものであった. 武
田6)は, 日本人の身長の最大発育年齢の年次推移を
戦争の影響を無視して長い眼で見ると, 明治以来の
生活様式の西洋化に伴う発育促進現象の進行があり,
これと重なるように比較的短期間に推移した戦争に
よる発育遅延からの回復過程があると述べている.
この意味では, 今回の日本小児内分泌学会および日
本成長学会合同標準値委員会4)の報告は, 武田6)が指
摘した発育促進現象が終息したことを示している.
そこで今回は日本人学童の発育を縦断的に評価す
るために, 身長および測定されなくなる座高の最大
発育年齢の推移に焦点を当て, 身長と同様に座高の
最大発育年齢に関してもその secular trendが終了
しているのかどうかについて, 学校保健統計調査結
果をもとに調べた. そして今後の身体計測の意義に
ついて考察を加えた.
2. 調査方法
2-1. 対象
学校保健統計調査結果7)をもとに 1942 年度生まれ
から 1998 年度生まれまでの 57 コホート (男女総計
114) の身長および座高発育データを男女別に求め
た. なお第二次世界大戦中の 1941 年から 1947 年は
全国平均値が得られていないため, 小学校 1年生か
ら高等学校 3年生までの縦断的なデータがそろって
いる 1942 年度生まれから 1998 年度生まれまでを対
象とした. 学校保健統計調査結果は, 毎年 6月末日
までに測定されたデータが集計され, 年齢毎の平均
身長および座高が男女ごとに公表されている. この
測定年度毎のデータは, 横断的なデータであるが,
長年にわたって観察すると, 同じ出生年度の子ども
達の集団 (コホート) を追跡することが出来る. こ
のようにして得られた横断的データを縦断的に解析
した.
2-2. 最大発育年齢の求め方
学校保健統計調査では, 測定年の小学校１年生か
ら高等学校３年生までの平均身長, 平均座高および
平均体重が報告される.
表１は, 1998 年度から 2009 年度までの女子の平
均身長を示したものである. 一番上の行には, 学年
および年齢を示した. 測定は毎年 4月から 6月の間
に行われているため, 年齢表示は中央値である 0.5
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歳で示した. このような横断的なデータであっても
表中にアンダーラインを付した値は, 1998 年度に
小学校に入学した集団すなわち 1991 年度生まれの
子ども達の平均身長の推移を示していることになる.
座高についても同じ処理を行った.
身長および座高の最大発育年齢 (Maximum In-
crement age:以下MI ageと略す) は, Preece &
Baines8)が考案した Preece-Baines Model 1 を利用
して求めた.
Preece-Baines Model 1 の式は,

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である.
なお, は時間 (年齢) の身長現量値, と
は思春期発現時点以前の成長速度と思春期の最大発
育時点の成長速度に関係している定数. は時間に
関する定数, は最終身長, はの時の身長
現量値である.
この式に同一出生年度の年齢ごとの平均身長およ
び平均座高をあてはめ, 発育曲線を作成した. その
曲線式を微分することによって得られた発育速度曲
線式の最大値が同一出生年集団ごとのMI ageにな
る.
3. 結果
3-１. PB1 モデルへの適合
図 1 は, 1992 年度生まれ男子の平均身長を白丸
でプロットしたものである. 左の縦軸は現量値を,
右縦軸は, 速度 (1 年間の伸び) を表している. 図
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表 1 女子の平均身長の推移
図 1 1992 年度生まれ男子の発育曲線 (身長)
上：発育曲線 下：発育速度曲線
図２ 1992 年度生まれ男子の発育曲線 (座高)
上：発育曲線 下：発育速度曲線
の下の曲線は, PB1 モデルから得られた発育曲線
を微分して求めた発育速度曲線を描いたものである.
身長のMI ageは 12.52 歳であった.
図 2は, 座高の発育曲線および発育速度曲線を示
したものである. 身長と同様に最大発育年齢を算出
した. 座高のMI ageは 13.98 歳であった.
3-2. 身長および座高のMI age
表 2は, 今回対象とした出生年毎の身長および座
高のMI ageをほぼ 10 年間隔に示したものである.
身長および座高ともに女子のMI ageが男子に比べ
て約 2年早いことは, 年代によってもあまり変わら
ないことがわかった. 1998 年度はMI ageの男女
における年齢差が他の集団と異なり, 身長では 2.2
歳, 座高では 1.8 歳となり, 他の出生年度と比べて
身長では広がり, 座高では短縮していた.
男子の身長および座高のMI ageの年次推移を図
3に示した. 身長のMI ageは, 1960 年生まれまで
ほぼ直線的に若年化が進行し, 1973 年度生まれま
ではいったん平坦になり, それ以降増減を繰り返し
ながら若年化が進み, 1990 年度生まれ以降 12.5 歳
で安定していた. 座高のMI ageは, 1960 年度生
まれまで急速に若年化が進行し, その後も低下して
いたが, 1990 年度生まれ以降 13 歳前後で安定して
いた.
一方女子については図 4に示したが, 身長に関し
ては男子と同様直線的に若年化が進行しているのは,
1960 年度生まれまでであった. その後 1990 年度生
まれまで緩やかに低下していた. それ以降は 10.5
歳ごろでほぼ安定していた. 座高のMI ageも身長
と同じように 1960 年度生まれまで急速に若年化が
進行し, その後 1990 年度生まれまで低下していた.
しかし最近のMI age の変化をみると, 1989 年度
の 10.67 歳を最小として 1993 年度の 11.13 歳まで
遅延がおこっていた. 1994 年度以降の推移を示す
と, 11.00, 10.87, 10.83, 10.90 および 11.17 歳と
変動していた. ただ戦後から今日までの長いスパン
で見ると女子においても座高のMI ageの若年化は
進行していた.
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表 2 出生年度毎の最大発育年齢
図 3 座高および身長の最大発育年齢の推移 男子
図 4 座高および身長の最大発育年齢の推移 女子
4. 考察
発育パターンの解析には, 数学的にいろいろな曲
線式を当てはめる試みが報告されている8,9). これら
は発育期全般を対象としており, 種々の要因の影響
を受ける発育現象を一つの数式で表すことは難しい
とされている. ただ Peak Height Velocity (PHV)
や最大発育年齢のように発育速度がピークになる時
点を導き出す事は可能である. Matsumoto et al10)
は, 集団を対象として, 身長の年間増加量がピーク
を示す年齢すなわちMI ageを簡便に求める方法を
確立している. すなわち 1年に 1度の測定値でもっ
て最大発育を示す年齢区間をその前の年およびその
次の年の年間増加量で比例配分することによって
MI ageを求めている. そして都道府県別に見た身
長のMI ageが, 社会経済指標と密接な関係がある
ことを報告している11). 今回 Preece & Baines8)が
考案した PB1 カーブを用いたのは, 図 1 および図
2に示したように, 思春期全般の発育速度の推移を
把握することが出来ると考えたためである.
ところで日本小児内分泌学会・日本成長学会合同
標準値委員会4)は, 日本人身長に関する secular
trendについて報告するとともに, 男子 13.5 歳お
よび女子 11.5 歳の平均身長の推移をもとに, 身長
の伸びに関する成熟の secular trendは, 2000 年に
ほぼ終了したと報告している. 平均身長の年次推移
をもとに secular trend が 1990 年代前半に終了し
たとするのは, 本研究結果と同様であった. そこで
身長と同じ長育の指標である座高の発育曲線をもと
に得られた発育速度曲線からMI ageを求め, その
年次推移を調べた. その結果, 座高のMI ageの年
次推移を見ても secular trend は, 1990 年代に終
了したと考えられた. しかし女子については, MI
ageが近年も変動していることがわかった.
女子の座高のMI ageの推移をみると図 4に示し
たように変動しており, 男子とは異なり, 1990 年
度生まれ以降も変動していた. 思春期発育における
男女差として身長のMI ageと第二次性徴との関係
が明らかにされており12,13), 女子では身長の急増の
後に第二次性徴が発現するのに対して, 男子では第
二次性徴が発現した後身長の急増することが報告さ
れている. このような男女差すなわち性ホルモン分
泌の時期の違いが, 座高の最大発育年齢に何らかの
影響を与えているのではないかと考えたが, 今回は
明らかにすることができなかった.
ところでわが国独特の丙午の年 (最近では 1966
年) におこる出生制限のような社会的な圧力がかか
れば出生数の激減が起こる. その影響を受け, 学校
保健統計調査結果7)をみると翌年度すなわち 1967 年
度生まれの子ども達は, 中学生ごろまで平均身長が
前後の生まれ年に比べて低くなっていた. このよう
な社会的変動との関連についてはさらに検討する必
要がある. また変動している以上座高計測は継続す
べきであるが, 学校保健管理活動の一環として身体
計測項目に復活させることは難しいと考えられる.
集団を対象とする測定が行われなくても, 個々の座
高計測は可能であり, 呼吸循環器および脊柱等の上
半身の発育を評価する指標として, 座高の発育基準
値作成が必要であると考えている.
文部科学省14)は, 座高の測定が身体計測において
必須項目から削除されることに伴って身長曲線・体
重曲線を積極的に活用することを各都道府県の教育
委員会等に事務連絡として伝えている. ただその曲
線を縦断的なデータに基づいたものにするのか, 横
断的なデータに基づくものにするかは明示していな
い. また日本小児内分泌学会および日本成長学会合
同標準値委員会4)は, secular trendがほぼ終了した
と考え, 日本人学童の発育基準については, 2000
年度の横断的データを基準とするとしているが, 個々
の子ども達の成熟度については配慮されていない.
三野15)は, 身長の発育速度をもとに日本人学童の縦
断型発育基準曲線を作成し, 男女別成熟度別 (早熟
型, 平均型および晩熟型) に身長発育を評価する方
法を確立している. この様な先行研究の成果を生か
すべきだと考えられた.
ところで小林ら16)は, 学校保健統計調査報告書を
基に, 測定年度ごとの横断データを用いて, 身長,
座高および下肢長 (身長－座高) および比下肢長
(下肢長÷身長) の年次推移を調べ, 男子は 13 歳,
女子は 11 歳をピークに比下肢長が年々減少してい
ることを明らかにしている. そして日本人学童のプ
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ロポーションが変化しつつあることの背景を生活様
式の変化と絡ませて考察を加えている. 下肢長の測
定は教育現場では行われておらず, 身長から座高を
差し引くことによって推測してきたが, 座高測定が
廃止になった現在ではその動態を把握することがで
きない. 大山17)は, 思春期の骨成長は, 末梢から中
心へ進み, 手足の指が最初にスパートを開始し, 四
肢, 背骨の順になると述べ, 背骨 (座高) は, 20
歳を過ぎても伸びることを報告している. 背骨が身
長の最大発育年齢を過ぎても伸びることを考えると
最大発育年齢のようなあるポイントの推移を追跡す
るだけでなく, 最終身長や最終座高についても検討
する必要があると考えられた.
また学童期の子ども達に各種スポーツを体験させ
ることは重要であるが, 発育段階に応じた指導が重
要で, 早熟の子ども達への指導と晩熟の子ども達へ
の指導内容は変わるはずである. ところが動作の習
得, 粘り強さおよび力強さに分けてそれぞれを伸ば
す時期を, それぞれ 11 歳以下, 12-14 歳および 15-
18 歳と示されてきた18). ここでは男女差および個人
差への配慮がなされておらず, スポーツを行う適切
な時期すなわち適時性についての科学的根拠も示さ
れていなかった. 坂本および勝田19)は, 暦年齢をも
とにした画一的なトレーニングプログラムは発育発
達の遅い子どもにとって過度な負担となる危険性が
あると指摘している. そして骨年齢や身長の年間の
伸び率などからより簡便に生理学的成熟度を推定し,
個々の発達段階に応じたトレーニングプログラムを
作成すべきであると述べている. また大澤20)は, 平
成 11 年から 21 年までの新体力テストおよび学校保
健統計結果 (平均値) をもとに, 新体力テストの各
項目の発達曲線を描き, トレーニングが最適な時期
を筋力が最も発達する時期ととらえ, その時期を示
している. そしてトレーニングの最適な時期は, 宮
下18)のモデルより早期にあると述べている. 身長の
最大発育年齢が若年化するということは, スポーツ
トレーニングを開始する年齢を全体的に早くすると
いうことではなく, 個々の子ども達の発育段階に応
じて設定することが重要である. 三野 15)や大澤20)の
研究成果を生かすとともに学校保健管理活動として
集団で測定されていなくても, 個々の身長, 座高お
よび下肢長の発育については, 今後も詳細に観察し
ていく必要がある.
以上のことから日本人学童の secular trendが座
高においても終了に近づいていると推察すれば, 身
長曲線・体重曲線を成熟度別に作成し, 個々の子ど
もの発育を評価することが重要である. また secu-
lar trendが終了したと考えるなら, スポーツトレー
ニングの適時性を身長, 座高および下肢長の発育速
度の観点から再度検討する必要があると考えられた.
本研究の一部は, 第 85 回日本衛生学会 (和歌山)
2015 において発表した.
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